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【研究要旨】 

本研究では、米国の各州における医療用大麻法（Medical marijuana laws, MMLs）およびレクリ

エーション用大麻法（Recreational marijuana laws, RMLs）について調査し、米国における大麻規制

手法の概要についてまとめた。 

医療用大麻法を運用する州の数は、昨年度の調査では 33 州+コロンビア特別区(D.C.)であった

が本年度の調査では増減はなかった。規制の状況は、一部の州において、大麻の適応症数は更新

されていたが、大麻の所持量、大麻摂取法など州間で統一されていない状況のままであった。医

療用大麻法が導入されていない 17州のうち 13州では、大麻に含まれる化学物質であるカンナビ

ジオール(Cannabidiol, CBD)のみ、医療目的による所持・使用を認めていた。レクリエーション用

大麻法が導入された州の数も、昨年度の調査では 9 州+D.C.であったが本年度の調査では 11 州

+D.C.へと増加した。嗜好品としての大麻使用規制については、年齢制限、所持量、使用できる場

所（学校、職場、公共施設では禁止）など従来のままであった。本年度は、新たに米国における

薬物乱用防止教育について、カリフォルニア州で実施されているプログラムの調査を行った。プ

ログラムでは、若者が動機や対話などのスキル、意思決定について学ぶことに重点が置かれ、プ

ログラム受講により薬物使用が抑制される効果が得られるということがわかった。 

大麻合法化後の影響については、コロラド州の場合、違法行為での逮捕者数の減少は認められ

ず、無許可で大麻販売を行う組織的活動や大麻影響下での交通事故の増加など社会的環境の悪化

が懸念される。大学や仕事場で大麻が蔓延している可能性が認められたことから、渡米する邦人

が安易に大麻に手を出さないよう注意喚起が必要である。また、大麻成分を含有する食品の摂取

による健康被害が発生しており、コロラド州では子どもの大麻食品の摂取による救急搬送数が激

増している。コロラド州やカリフォルニア州では、子どもが容易に大麻製品を摂取できないよう

製品パッケージに厳しい規制をかけているが、健康被害の抑制には至っていなかった。米国にお

ける医療用大麻法およびレクリエーション用大麻法は、厳格な規則のもと運用されている。しか

しながら、大麻の使用実態については、必ずしも規則が守られているとは限らない状況であるこ

とが明らかになった。 

世界的な大麻規制の変化を注視し、我が国でも大麻使用に関する健康被害および社会生活に対

する影響などを含む総合的な検証が必要であろう。 
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A. 目 的 

 

 世界的に大麻規制システムの変革が進んで

おり、大麻規制を緩和する流れが起きている。

米国では、大麻を連邦法である物質規制法によ

って最も厳しい規制のカテゴリーである

Schedule I と定めているが(1)、州単位では医療

目的または嗜好品目的による大麻の使用を合

法化する動きが活発化している。今後、我が国

における大麻の規制に大きな影響を与える可

能性がある。 

 本研究では、米国における医療用大麻法およ

びレクリエーション用大麻法について調査し、

各州の医療用大麻および嗜好品としての大麻

の規制の現状についてまとめた。 

 

B. 方 法 

 

(1)米国における医療用大麻法（Medical 

marijuana laws, MMLs）：2019年 11月 29日時点

での、33 州およびコロンビア特別区(D.C.)にお

ける医療用大麻法（Medical marijuana laws, 

MMLs）の運用を担当する州保健省内の専門管

轄担当局の公開している規定を調べ、州ごとの

共通点と相違点の比較整理を行った。管轄とな

る州保健省の一覧は、Table.1に記載した。調査

項目は、年齢、患者登録の有無、患者登録の有

効期限、対象となる適用症、所持量、使用方法

として喫煙の可否とした。次に、州法で大麻に

含まれる化学物質のうち、カンナビジオール

(Cannabidiol, CBD)についてのみ医療目的での

所持・使用を認めている 13 州について担当局

の公開している規定を調べ、MMLsと同様に州

ごとの共通点と相違点の比較整理を行った。管

轄の一覧は、Table.2に記載した。 

 

(2) 米国におけるレクリエーション用大麻法

（Recreational marijuana laws, RMLs）： 2019年

11月 29日時点での、11州および D.C.における

レクリエーション用大麻法（ Recreational 

marijuana laws, RMLs）の運用を担当する州の担

当局の公開している規定を調べ、年齢、所持量、

大麻および大麻製品の購入にかかる税金、使用

制限について調査し、MMLsの規定との比較を

行った。 

 

(3) 大麻の違法な使用の状況について：コロラ

ド州が発表している Impacts of Marijuana 

Legalization in Colorado, A Report Pursuant to 

Senate Bill 13‐283, October 2018 (2)より大麻関

連犯罪の推移を調査した。 

 

(4) 薬物乱用防止教育について：カリフォルニ

ア州で使用されている薬物乱用防止教育の指

導用テキストを、プログラムの開発元である南

カリフォルニア大学の Project towards no drug 

abuseのホームページより入手した。 

 

C. 結 果 

 

（1）医療用大麻法（Medical marijuana laws, 

MMLs） 

米国では、連邦法である規制物質法に従って、

大麻をヘロイン、LSD または MDMA 等と同等

の Schedule Iと定めその使用を禁止している(1)。

一方、1996年にカリフォルニア州で初めて医療

用大麻法（Medical marijuana laws, MMLs）が可

決されて以来、2019 年 11 月 29 日までに 33 州

とコロンビア特別区(D.C.)において医療目的に

よる大麻の個人的な所持や使用を非罰則化し

たMMLsが州単位で運用されている(Table.1)。 

医療目的で大麻を購入するためには、一般的

には州の定めた手続きに従って患者の認定登

録を受け、大麻を購入するためのライセンスを

発行してもらわなければならい。患者登録の手

続きは、担当局のホームページより個人情報の

登録と申請書の作成、州の住民であることの証

明さらには認定医の許諾が書面で必要となる。

18歳未満の場合、親の同意も必要となる。これ

らの情報をもとに担当局が審査を行い、申請者

の患者登録の可否が決まる。患者登録を受けた

申請者は、州の認定した大麻の販売店で医療用

大麻を購入可能となるライセンスの発行手続

きを行う。また、患者の登録後に発行される大
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麻購入用ライセンスは、更新が必須となってお

り基本的に 1 年以内だが、2 年または 3 年間と

なっている州もあった。 

次に、申請者が大麻を医療目的で使用する場

合、どのような疾患に対して大麻の適応が許可

されているのか、33州および D.C.について調査

した。治療目的で大麻使用が認められる適応症

の数は、各州で独自に定めており、少ないとこ

ろではオレゴン州とメリーランド州が 10 の疾

患を対象としていたが、イリノイ州では 40 の

疾患で適応を認めていた。また、2018年ではコ

ロラド州とアリゾナ州が 9の疾患を対象として

おり、33州の中で最も少ない数であったが 2019

年にはそれぞれ 11および 13疾患と対象範囲が

増えていた。その他にも適応症の範囲を変更し

ている州もあることから、MMLsの対象となる

適応症は、定期的に見直され、必要に応じて追

加や削除が行われる状況となっている。オクラ

ホマ州やD.C.では、医師の判断で患者の大麻使

用を決定できる制度を取っていた(2019年 11月

時点)。 

医療用大麻の購入が許可された申請者(患者)

は、医療用大麻の販売を許可された店舗で大麻

を購入することができる。大麻の購入可能量は、

州ごとに定められた所持量の範囲内であり、規

定量を超えて所持または購入すると違法行為

となる。アラスカ州やワシントン州では、最大

で 1 oz (約 28.35 g)までと制限されていたがオレ

ゴン州では 24 oz までとなっていた。ミネソタ

州やニューヨーク州など 7つの州では、医療目

的での大麻草の喫煙を禁止しており、大麻加工

製品のみ使用を認めている。医療用大麻の個人

間での売買は 33 州および D.C.のすべてで禁止

されている。 

2019 年 11 月 29 日時点で MMLs が導入され

ていない 17州のうち 13州では、2014年より大

麻成分の一つであるが、向精神作用を示さない

カンナビジオール(Cannabidiol, CBD)に限って

医療目的使用を認めている(Table.2)。医療目的

で CBD の使用を認めている州では、MMLs を

運用している州と同様にミシシッピ州など 9州

では患者登録が必要となっていたが、アラバマ

州など患者の登録を必要としない州も存在し

た。また、ほとんどの州では 18歳未満であって

もCBDを使用することが許可されていた。CBD

はけいれん発作の抑制作用が報告されており

(3)、13州においては共通してその使用が認めら

れている。その他、アラバマ州、ジョージア州、

テキサス州そしてアイオワ州では複数の疾患

について CBDの使用を認めていた。また、大麻

草の使用は禁止されており、CBD製品に含まれ

る テ ト ラ ヒ ド ロ カ ン ナ ビ ノ ー ル

(Tetrahydrocannabinol, THC)および CBD の含有

量も一定の制限がある。THC については 0-5%

未満、CBD ではインディアナ州の最小でも 5%

以上と定められている。CBDの入手方法は州ご

とに異なっており、合法的な入手方法としては

指定の大学または米国食品医薬局(FDA)が実施

許可をしている臨床治験に参加する、あるいは、

州が許可した販売店で購入することとなって

いる。例えば、ミシシッピ州では、小児のてん

かん発作の治験としてミシシッピ大学で実施

しているプログラムに参加することで米国薬

物乱用研究所(National Institute on Drug Abuse, 

NIDA)によって標準化された CBD の提供を受

けることができる(4)。一方で、CBD製品の販売

に関してバージニア州などの 4州では州が関与

しておらず、CBD製品の品質については州間で

著しく異なっている可能性がある。アイダホ州、

サウスダコタ州、ネブラスカ州およびカンザス

州においては大麻の使用を全面的に禁止して

いる。 

したがって、大麻は、全米で医療目的による

使用が認められているわけではなく、約 3割の

州は依然として禁止薬物のままである。大麻の

医療用途としては、がん治療や HIV/AIDS 治療

の副作用緩和には適応されているが、臨床上の

有効性はさらなる検討が必要であると考えら

れる。また、医療用大麻の利用拡大は、大麻関

連の健康被害の増加を招く恐れがあり、処方実

態と健康被害との関連性を調査していく必要

があると考えられる。 

 

（2）レクリエーション用大麻法（Recreational 
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marijuana laws, RMLs） 

米国では、大麻を嗜好品として使用すること

を 認めた レクリ エー ション 用大麻法

（Recreational marijuana laws, RMLs）が、2012年

にコロラド州とワシントン州で、2014年にアラ

スカ州、オレゴン州および D.C.で、2016年にカ

リフォルニア州、ネバダ州、メイン州そしてマ

サチューセッツ州そして 2018 年にバーモント

州、ミシガン州、2019年 6月にイリノイ州で可

決されている。RMLs が運用されている州内で

は、規則を守っている限り大麻を所持、栽培ま

たは使用することによって州法で処罰される

ことはない。 

MMLs および RMLs の比較一覧を Table.3 に

示す。嗜好品としての大麻は、21歳以上になる

と購入が可能となる。2019 年 11 月 29 日時点

で、バーモント州、イリノイ州と D.C.を除いて

大麻の商業流通が認められており、州がライセ

ンスを付与した店舗のみで購入が可能となっ

ている。個人間の売買は 11 州および D.C.のす

べてで禁止されている。入店の際、セキュリテ

ィーに ID を見せ、年齢チェックを行うことを

義務付けている。 

嗜好品用大麻の販売を許可された店舗で大

麻を購入する場合、大麻の購入可能量は、州ご

とに定められた所持量の範囲内であり、規定量

を超えて所持または購入すると医療用大麻と

同様に違法行為となる。また医療用大麻と比べ

ると嗜好品用大麻の所持量は少なく制限され

ている場合が多い。 

医療用または嗜好品用として大麻を購入す

る場合、一般的には州の定めた大麻税や消費税

などがかかる。医療用大麻と比較して嗜好品大

麻は税率が高く設定されている。コロラド州で

は大麻販売による税収が 2014年の約 6,700万ド

ルから 2018年に約 26,600万ドル、2019年には

約 27,700 万ドル (1-11 月まで)と増加している

(5)。コロラド州、オレゴン州またはカリフォル

ニア州など大麻の販売で得られた税収は、州の

事業のほか、公立学校の資金援助や薬物乱用の

規制等のプログラムに用いられている(6-8)。 

大麻が使用できる場所は、医療および嗜好品

問わず基本的に自宅のみと制限されている。ま

た、大麻を使用しながら自動車の運転操作も禁

止されている。 

 嗜好用途の大麻使用の合法化は、多くの雇用

を産出している。2017年初めに合法大麻産業に

従事していたのは 12万人だったが、2年後には

21万人以上となった(9)。これは、米国の遊園地・

ゲームセンター産業（21万人従事）や飲料製造

産業（26万人従事）、カジノホテル産業（27万

人従事）に匹敵する(2018 年時点)(10)。2018 年

から 2019 年の州別の就業人数は、医療用途の

大麻使用のみを合法としている州でも増加が

見られ、大麻の合法化が産業に大きな影響を及

ぼしている。このような急激な産業界の変化に

より、生化学、農芸、経営、金融、法律といっ

た幅広い分野で大麻に関して正確な情報と高

い専門性を有する人材が求められるようにな

った。学術界ではこれに呼応するように、大麻

を専門とする学部やコースが設置され始めて

いる (11)。ミシガン州では州立大学である

Northern Michigan University に Medicinal Plant 

Chemistry学部が 2017年に設置され、大麻の栽

培などについての化学、園芸学、生物学、経営、

金融などの観点から学ぶことができる 4年制の

専攻が開講された(12)。この他にも、カリフォル

ニア州の州立大学であるUniversity of California, 

Davis が大学の予算や大麻販売で得られた税収

を利用して大麻に関する様々な分野の研究を

包括的に行える体制を整えている(13)。特に、医

療面での研究が進むことで新しい疾患に対す

る大麻成分の有効性や処方方法の確立が期待

される。 

しかしながら、大麻産業が成長するにつれ容

易に大麻の入手可能な環境も広がることから、

今後も法的整備と未成年に対する薬物乱用防

止教育を進めていく必要がある。 

 

(3) 大麻の違法な使用の状況について 

 コロラド州における大麻犯罪（個人）の逮捕

者数の推移を Table.4 に示す。21 歳以上の逮捕

者数は、2012 年から 2013 年にかけて 82.5%減

少した。これは、2012年に個人の大麻所持・栽
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培が合法化されたためと考えられる。一方で、

2013年以降、違法行為での逮捕者数に減少は認

められず、必ずしも規則が守られているとは限

らない状況であった。さらに、10 歳から 20 歳

までの状況は深刻で、2013 年から 2017 年まで

の間で、逮捕者数はほぼ同様の水準で推移して

いる。21歳以下の占める割合は、逮捕者数全体

の実に 70%以上であった。逮捕者の性別で比較

すると、70%以上が男性であった。違法行為を

分類すると、所持の違反が最も多かった。所持

違反全体のおよそ80%が未成年で占められてい

ると考えられる。大麻の違法な販売は 2013 年

以降 11%増加しており、違法な栽培については

244%も増加している。その他の内訳は、詳細が

未発表であるため不明である。違法行為によっ

て逮捕される場所で最も憂慮されるのは大学

であり、2013 年の 488 人から 2017 年では 809

人と著しく増加している。大学での大麻の蔓延

は、我が国のように大麻を違法とする国の留学

生が大麻使用を誘われる危険性に直面するこ

とから、非常に注意を要する状況である。同様

に仕事場での違反も増加していることから、学

生のみならず日本から出張または転勤する社

会人も周囲の環境に大麻が存在する可能性を

認識しなくてはならい。また、高速道路、路上、

公園や飲食店など公共の場での大麻使用者数

も増加傾向にあり、社会的環境への影響が懸念

される。 

 大麻の違法市場の状況については、大麻の店

舗販売が始まった 2014 年以降、正規のライセ

ンスを持たない大麻の違法な販売や栽培を行

う組織犯罪の摘発件数が 1件から 119件と著し

く増加している(Table.5)。正規店で売られてい

る大麻は、高額な税金がかかるため(Table.3)、一

部の消費者にとっては安価に購入できる違法

販売店の需要が考えられる。また、違法に栽培

され押収された大麻草の量も 2013年の 4,980株

から 2017 年は 80,826 株と 16 倍も増加してい

る。正規店で販売されている大麻は、土壌、農

薬、水質など厳格な栽培基準が定められている

(14)。しかし、違法に販売されている大麻は、品

質の基準が守られているか不明であり、違法な

大麻の使用による健康被害の発生が懸念され

る。 

 大麻影響下における自動車の運転と事故の

関連性は、多くの研究から報告されている(15)。

2012 年から 2016 年までの交通事故全体の発生

率は、コロラド州のほか、嗜好品大麻を認めて

いるワシントン州およびオレゴン州において、

嗜好品大麻を認めていない州と比較して 5.2%

高いと報告されている(16)。さらに、コロラド州

では、2013年の交通事故の死亡者で大麻成分が

陽性を示した人数は 55 人であったが、2017 年

には 139人と 2.5倍も増加している(2)。大麻成

分が陽性を示した死亡者のうち、およそ 44%が

大麻とアルコールの併用だった。大麻とアルコ

ールの併用は、自動車運転能力の低下を引き起

こす(15)。しかしながら、コロラド州の状況は、

大麻とアルコール併用の危険性について、認識

不足の可能性がある。以上のことから、アルコ

ールと同様に大麻影響下における自動車運転

のリスクについて徹底した教育・啓発が必要で

あると考えられる。 

 大麻成分を含有する食品が流通している州

内では、子どもによる意図しない飲食を防ぎ、

その影響を最小化することを目的として、大麻

を含有した食品・飲料には、様々な規制が設け

られている。大麻を含有した食品・飲料は、製

品に含有できる THC 量に上限が設定され、不

透明で再密封可能（resealable）な容器に製品を

保管し、子どもが開封しにくい仕様（child-

resistant）で包装されている必要がある。一方で、

一つの製品に含有可能な THC 量の上限値は州

によって統一されておらず、さらに、大麻含有

食品・飲料であることがわかるように、シンボ

ルマークを包装に表示することを必要としな

い州もあるなど、規制にはばらつきがある

(Table.6)。以上のように、大麻食品の流通には厳

しい規制が定められているが、コロラド州内で

は大麻摂取による救急搬送の件数が増加して

いる。大麻合法化後の 2012 年では 110 件であ

ったが、2018年には 265件まで増加した。2018

年に救急搬送された全年齢層のうち 0-8 歳は全

体の 34%を占めており、その原因は大麻食品の
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摂取割合が最も多かった(Fig. 1A-B)。また、食

品の場合、消化吸収されて効果が出るまでに数

時間かかる場合もある。成人であっても、即時

に効果が出ないことから過量摂取してしまい

救急搬送される事例も報告されている。多くの

患者は、即日退院していたと報告されているが、

摂取量や健康状態によっては症状が重篤化す

る恐れもある。大麻製品に関する正確な知識、

さらには家庭内における大麻製品の管理の徹

底を啓発していくことが大きな課題であると

考えられる。 

 

(4) 米国の薬物乱用防止教育について 

未成年の薬物乱用では、過剰投与や事故など

の危険の他に、中退などによる低学歴化や犯罪

を起こす傾向、若年での結婚・出産の傾向が高

まることが知られている(17)。日本の高校に該

当する米国の Grade 9-12 (14-18 歳)における

2017年の大麻経験者は 36%と高く(18)、2019年

の全米薬物管理戦略では国民（特に 13-19 歳）

に啓蒙することで 5年以内に若者の薬物使用を

15％削減する目標を掲げている(19)。目標達成

のために重要視されているのが、薬物乱用防止

教育で、様々なプログラムが開発されている

(Table.7)。いずれのプログラムにも、動機

(motivation)、スキル(skills)、意思決定(decision 

making)のいずれかの要素が組み込まれている

が、3 つの要素全てを網羅しているものは少な

い。そこで、3 つの要素が組み込まれ、大麻使

用に効果のある Project Towards No Drug Abuse 

(TND)プログラム(Fig. 2)に着目し、このプログ

ラムの指導に用いられているテキストの内容

およびその効果について調査を行なった(20)。

なお TND プログラムは、米国 Public Health 

Institute所属の根本博士により、カリフォルニア

州サンフランシスコの学校において実際に使

用されていることが確認されている。 

TNDプログラムは、南カリフォルニア大学で

の 20 年以上に渡る研究に基づいて開発された

もので、14 歳から 19 歳までの高校生を対象と

した、全 12回の授業形式で構成されている。基

盤となる理論は「動機-スキル-意思決定モデル」

で、これら 3つの要素に介入することで、薬物

の誤った使用や他の問題となる行い（暴力や危

険な性行動など）の予防・減少が達成できると

する理論である。具体的には、動機では、薬物

使用が悪いことだと思わなかったり、薬物使用

の効果について作り話を信じていたり、健康に

価値を見出していなかったり、薬物使用への興

味を持っているといった動機を持っている場

合、薬物の誤った使用が起こりやすいので、プ

ログラムを通して薬物乱用についての誤解を

正す情報や動機を変える情報を与えることで、

このような動機を変えていくことを目指す。ま

た、対話スキルや低リスクグループと繋がるた

めのセルフコントロールスキルの欠如、および、

動機とスキルから得られる情報を考慮できる

合理的な意思決定の欠如も誤った薬物使用を

起こしやすいので、スキルや意思決定について

もプログラムを通して学び、身に付けることを

目指す。全 12回の授業概要をTable.8および Fig. 

2 に示す。各授業は対話形式となっており、生

徒間や生徒と教師の間においての議論によっ

て進行する。 

授業を行う教師は、特別な資格を有する者で

はなく、学校の教師が担当することが想定され

ている。ただし、プログラムの効果を得るには

プログラムの忠実な実践が不可欠であるため、

TND トレーナーによる訓練に参加して指導を

受けた教師が実践することが推奨されている。 

TNDプログラムは、これまでに 7つの実験的

試験によって厳密に効果が検証されており、過

去 30日以内の大麻、アルコール、タバコ、ハー

ドドラッグ（コカインや幻覚剤、興奮剤、吸入

剤、その他の薬物）の使用の減少や男子学生に

おける暴力や武器の所持の減少といった効果

が得られることが確認されている。一方で、本

プログラムの生徒による自己学習には効果が

ないことが示されており、プログラムを用いた

教育機関での薬物乱用防止教育が、若者の薬物

乱用の抑止に有用であるということが示され

ている。 
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D. 考 察 

 

米国では、33州および D.Cにおいて大麻を医

療目的で使用することを認めている。しかし、

適応症の数、個人の所持量や使用方法などは州

単位で異なっており、全州で統一がなされてい

ないことが明らかになった。適応症の中で、が

ん治療や HIV/AIDS 治療に伴う食欲不振や吐き

気止めなど特定の症状、多発性硬化症等に起因

する痙縮の抑制に対する効果は認められてい

るので、これらが米国における医療用大麻の使

用拡大に寄与していると考えられる。しかしな

がら、他の適応症に関しては、臨床上の有効性

に関する検討が不足しており、更なる研究が必

要であると考えられる。 

大麻を嗜好品として使用を認めている州で

は、大麻の売買は課税対象となっており、州の

財源となっている。大麻関連製品を取り扱うこ

とは、税収の確保という観点から新規の産業と

して影響力があると考えられる。また、大麻販

売から得られた税収が、未成年や女性に対する

大麻使用の有害性について啓発活動に使われ

ている(6-8)。特に、未成年を対象とした薬物乱

用防止教育では、大麻に特化したプログラムが

開発されているわけではないが、対象者の動機

付け、社会スキルの向上、意思決定能力の向上

を組み込んだプログラムが効果を発揮してお

り、プログラム受講者の大麻使用者数の減少を

報告している(Table.7)。以上のことから、米国に

おける大麻規制の緩和は、必ずしも大麻の安全

性を背景にしたものではなく、大麻の流通量や

社会情勢が影響していると考えられる。 

嗜好品における大麻の使用は、年齢制限、所

持・栽培量や使用可能な場所に厳しい制限と違

反した場合の罰則が設けられている。しかし、

コロラド州では、2012年に大麻の所持や栽培が

一定の制限下で合法化されているにもかかわ

らず、2013年以降逮捕者の大幅な減少は認めら

れていない。特に、逮捕者の 70%以上を未成年

が占めており、未成年への乱用防止政策の厳し

い現実が明らかになった。また、大学や職場で

の大麻の使用が蔓延しており、日本からの留学

生や社会人が容易に大麻に手を出すことが無

いよう我が国の関係機関が協力して啓発して

いく必要がある。 

コロラド州では、大麻製品使用による救急搬

送事例件数の増加などの健康被害の発生が確

認されている。また、大麻使用に関連した交通

事故の増加などの社会問題も発生している。し

たがって、未成年の大麻使用防止教育、家庭内

での大麻製品の管理の徹底、大麻影響下におけ

る自動車運転の抑止はきわめて重要な課題で

ある。大麻規制を緩和することで大麻使用者は

増加することから、今後も新たな公衆衛生上の

問題が発生する可能性がある。米国では厳格な

規則のもと大麻の使用を認めているが、コロラ

ド州から見た実態は、必ずしも規則が守られて

いるとは限らない状況である。引き続き、世界

的な大麻規制の変化を注視し、我が国でも大麻

使用に関する健康被害および社会生活に対す

る影響などを含む総合的な検証が必要であろ

う。 

 

E. 結 論 

 

米国における医療用大麻法およびレクリエ

ーション用大麻法は、その運用は厳格なルール

が定義されている。特に、嗜好品として認めて

いる州では、罰則規定など厳しい規制を設けて

青少年での使用には警戒している。一方で、必

ずしも大麻の規制が守られているわけではな

く、様々な公衆衛生上の問題も発生している。

世界的な大麻規制の変化を注視し、我が国でも

大麻使用に関する健康被害および社会生活に

対する影響などを含む総合的な検証が必要で

あろう。 
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Table.1 米国 33州および D.C.におけるMedical marijuana lawsの比較 

 

2019 年 11 月時点における米国 33 州および D.C.の医療用大麻の管轄サイトより運用方法の情報を

収集した。各州は、医療用大麻法が合法化した順となっている。基本的な年齢は 18歳以上だが、す

べての州で親の同意があれば 18歳未満でも患者登録は可能である。適応症の数は、制度の見直しに

よって増減する可能性がある。所持量は大麻草の量を表しており 1ozは約 28.35gで換算される。大

麻加工製品は製品の種類ごとに所持量の規制がある。喫煙は、大麻草の加熱吸引のことであり、ヴ

ェポライザー等の使用については別に規制される場合がある。喫煙の可否が定められていても、使

用可能な場所は基本的に自宅のみである。大麻影響下における自動車の運転操作は禁止されている。 
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Table.2 米国 13州における Cannabidiol (CBD)の取り扱いの比較 

 

2019年 11月時点における米国 13州の管轄サイトよりカンナビジオール(cannabidiol, CBD)の運用方

法の情報を収集した。各州は、CBDの使用が許可された順となっている。基本的に患者の対象年齢

は定めていなかった。管轄に患者の登録を必要としない州も一部あるが、基本的に大学や FDAの実

施する治験登録は必要となっている。CBDについては 2019年 11月時点で上限値は定まっていない

が、delta9-tetrahydrocannabinol (THC)は 0-5%未満と厳しい基準がある。CBDの入手方法は臨床研究

に参加することで処方される場合が多いが、一部の州では CBD 製品について規定されていなかっ

た。CBDの医療目的使用のみを認めている州において大麻の所持・使用は違法行為である。 
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Table.3 米国 11州および D.C.における医療用とレクリエーション用の大麻規制の比較 

 

2019年 11月時点での医療用大麻法と嗜好品大麻法を管轄する州のサイトより法律名、法案が可決

した年、大麻使用可能な対象年齢、大麻の所持量、大麻の購入かかる税金の規定を調査した。D.C.

では、嗜好品としての大麻の商業取引は禁止されており、税金に対する規定は定まっていない。バ

ーモント州とイリノイ州では大麻の店舗販売はまだ始まっておらず、税金の規定は検討中となって

いる。使用可能な場所はすべての州で共通して自宅などプライベート空間のみとなっていた。 
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Table.4 コロラド州における大麻関連犯罪の逮捕者数（個人） 

 

Impacts on Marijuana Legalization in Colorado, Oct. 26, 2018, p19-27よりコロラド州の大麻関連の犯罪

で逮捕された人数、性別、犯罪の種類、逮捕場所を調査した。犯罪の種類と逮捕場所に記載されて

いる「その他」の項目については、詳細な内訳は発表されていないため不明である。 
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Table.5 コロラド州における大麻関連犯罪の違法栽培・販売に関与する組織の摘発数 

 

Impacts on Marijuana Legalization in Colorado, Oct. 26, 2018, p31よりコロラド州の大麻関連の犯罪で摘

発件数、犯罪の種類を調査した。 
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Table.6 大麻食品の THC含有量と州で共通のシンボルマークの規定 

 

レクリエーション用の大麻規制を調査することで作成した。参照した規制を以下に示す。 

アラスカ州：Chapter 17.38 - Statutes (effective 2018/7/25) and 3 AAC 306 - Regulations (updated 2019/8/21). 

Available at: https://www.commerce.alaska.gov/web/amco/MarijuanaRegulations.aspx (Accessed December 

19 2019). 

コロラド州：Official state information on the laws & health effects of retail marijuana. Available at: 

https://www.colorado.gov/pacific/marijuana (Accessed December 19 2019). 

カ リ フ ォ ル ニ ア 州 ： CDPH Regulations for Cannabis, DPH-17-010. Available at: 

https://www.cdph.ca.gov/Programs/CEH/DFDCS/MCSB/CDPH%20Document%20Library/DPH17010_Fina

lClean.pdf (accessed December 19 2019). 
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Fig.1 コロラド州における大麻摂取後の救急搬送数 

Colorado Department of Public Health and Environment Monitoring Health Concerns Related to Marijuana 

(https://www.colorado.gov/pacific/marijuanahealthinfo/poison-center-data)より公開されている大麻摂取後

の全年齢および 9歳未満の救急搬送数。(A)乾燥大麻、食品およびその他の形状の大麻製品摂取に

よる救急搬送者数、(B)0-9歳未満で救急搬送された大麻の摂取形態の分類。 
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Fig.2 薬物乱用防止教育のプラグラム内容。(A) Project Towards No Drug Abuse (TND) Teacher’s Manual 

3rd Editionの表紙、(B) TNDプログラムテキスト中に収載された全 12回の授業概要  
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Table.7 米国の薬物乱用防止教育 

 

文献 17より薬物使用に効果がある教育プログラムを抜粋 
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Table.8  TNDプログラム全 12回の授業の概要 

 

 

 

 

 


